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都市銀行の住宅ローン戦略 ー事例３ー 
Ｃ銀行 

C 銀行は、昨年都銀２行が合併して誕生した。母体となる X 銀行と Y 銀行は、ともに財

閥グループの中核銀行であり、強固な法人顧客の基盤を持つ。そのため、住宅ローンにつ

いては、他行同様に積極的に取組みつつも、一方的な審査緩和や金利引下げ競争には、距

離を置いた慎重な姿勢も感じられる。 

 

Ｃ銀行個人部門の概要 

 他の都銀と同様、Ｃ銀行も個人リテール

業務の収益力への期待は大きい。法人部門

の不良債権処理負担等により、銀行も収益

が厳しい中で、当面収益を「潜在的に」積

み上げられる部門は、個人部門しかないと

考えている。しかし、リテール部門の現状

は、店舗、人員、ATM 等により高コストで

あり、収益性は高くない（表１）。そのため、

高コスト体質を変えていかないと収益は増

強できないと、認識している。 

Ｃ銀行の母体となった、旧Ｘ銀行と旧Ｙ

銀行は、合併前から個人部門と法人部門を

分けており、部門別収益も算出していた。

しかし、その時期はせいぜい 2 年前からで

あり、今のところ、採用・人事、システム

機能は共通となっている等、厳密に分かれ

ているわけではない。個人部門は、専務以

下、常務・部長というラインであり、個人

事務部は、営業店指導等を担当している部

署である。 

行員のキャリア形成は、入行して数年の

営業店配属を経て、個人、法人部門に分か

れていくのが一般的ではあるが、あまり明

確ではないそうである。 

なお、昨年 4 月に導入されたリテール専

門の CS 職は、転勤のない総合職である。

旧 Y 銀行で、個人顧客対応を担当していた

新総合職という職種が母体となっており、

実態は女性ばかりになっている。 

 

住宅ローンの位置付け 

個人部門における住宅ローンの重要性は

高い。しかし、金融機関の金利引下げ競争

は激化しており、住宅ローンだけに頼るの

はよくないと考えている。住宅ローン、ア

パートローン、小口無担保ローン（本体の

カードローン、子会社の消費者ローン）の

それぞれに、目標を置いて推進

している。 

競合する金融機関は、4 大メ

ガバンクグループだが、金利と

審査緩和の競争になっており、

他行比優位性を打ち出すのは

難しい。そのため、Ｃ銀行では、

事務の集中やローンプラザ等

推進の体制でコストを削減す

ることで、金利競争に対応して

いく方針である。現在、事務は、

かなりの部分がセンターへの

表１　部門別収益（H14年3月期）
(億円）

粗利益 経費(▲） 業務純益
個人 3,155 2,810 345
法人 5,838 2,060 3,778
企業金融 1,663 315 1,348
国際 784 534 250
市場営業 5,077 264 4,813
本社管理 2,018 718 1,300
合計 18,535 6,701 11,834

資料　決算説明資料
法人部門は、国内中堅・中小企業取引を担当
企業金融部門は、営業部所管の日系大企業と
そのグループ会社を担当
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集中化が進んでいるが、顧客との書類のや

り取り等の業務はまだ支店に残っている。 

住宅ローンの目標は、貸出に占める比率

ではなく、金額そのもので設定している。

2002 年 3 月期で、年間の新規実行額は 1 兆

3,000 億円あったが（うちローンプラザが

8,000 億円、支店が 5,000 億円）、返済分を

除いた純増額はかなり少なくなる。 

 

ローンプラザと販売チャネル 

Ｃ銀行の住宅ローンの販売ルートは、業

者が 7 割、店頭 3 割(職域・支店の割合は不

明)である。 

約 50 店ある「ローンプラザ」は、住宅ロ

ーンを業者ルートで開拓する拠点である。

平成 7～8 年頃から力を入れ始めたので、時

期は他行比決して早くはない。営業店登録

をしており、支店と同格であるが、支店と

同じ立地のところもある。一部では、土曜

日の営業もしている。ローンプラザの職員

は、地域限定の CS 職ではなく、普通に転

勤のある職員である。 

業者との関係は、財閥グループ企業とは

限らないが、行内でも重視している大手業

者はあり、ローンプラザも、近くの大手業

者との取引が中心である。担当者同士の属

人的な関係は、無いとはいえない。 

リテールの新規開拓方法は、支店の立地

によって異なっている。行内でも意見がわ

かれるところだが、主に都心の店舗は職域

開拓、郊外店は店周開拓に注力している。 

店頭での顧客開拓のためには、支店ごと

に職域とＭＣ（マネーライフ・コンサルテ

ィング）デスクで推進している。MC デス

クは、支店で相談業務を行いながら、ロー

ンや投信を販売する機能である。今のとこ

ろ、担当者は各支店で 1 名（CS 職や一般職）

程度であり、試行的な位置付けであると思

われる。 

合併前の旧 Y 銀行は店頭重視（既存の個

人顧客重視）で、ローンも各支店で開拓す

る方針だった。一方、旧 X 銀行は、効率的

に増やすために業者や職域開拓に力を入れ

ていたそうである。 

インターネットチャネルについては、一

部の業者からは、ネット上で住宅ローンの

事前相談を受け付けている。個人も HP 上

でローンを申し込める機能はあるが、実際

に申し込む顧客は少ない。 

 

住宅ローン金利の引き下げ 

今年 4 月に、10 年 2.9%の「新築限定ロ

ーン」を打ち出したのは、住公の機能縮小

を踏まえて、住公の独断場ともいえる新築

市場の取り込みを図ろうと考えたからであ

る。融資対象を新築に限定しているため、

個人顧客からの反応はそれほど多くはない

が、業者からの反応は大きいそうである。 

低利新築ローンを借り入れるためには、

以下の全ての条件を満たす必要がある。 

①借入れ時に満 20 歳以上満 70 歳の誕生日

までで、完済時に満 80 歳の誕生日まで。 

②Ｃ銀行指定の保証会社の保証を受けられ

ること。 

③融資対象物件には、同行の指定する保証

会社を抵当権者とする抵当権を第一順位で

設定する。（住宅金融公庫等公的融資は、第

一順位抵当権の設定が必要となるので「新

築限定ローン」と併用では取扱えない。） 

その他にも、4 月 1 日から 9 月 30 日まで

期間限定で「おとくな住宅ローン」を取り

扱っている。これは、店頭金利から 0.5～

0.7%の優遇を行うものである。このローン

の利用にあたっては、「One’s ダイレクト」

（モバイルバンキング）の契約をした上で、

①給振、②年金受取、③積立預金、④財形
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預金、⑤Ｃ銀行系クレジットカードの利用、

のいずれかの取引をしていることが条件と

なる。 

住宅ローンの固定・変動貸出の比率は、

実行ベースで、固定 7 割（2～3 年が多い）、

変動 3 割くらいである。借換え比率は 3 割

であり、業者ルートの 7 割以外は、ほぼ借

替えとなっている。延滞率の目標値は特に

設定していない。 

 

住宅ローンの審査 

Ｃ銀行の審査は、相対的に厳格である。

返済負担率は、年収 400 万円以上が 35%以

下、300～400 万円が 30%、300 万円以下が

25%と債務者の所得に応じて変化させてい

る。保証会社の担保掛目は、業者によって

その評価額が違い、基本的には 80%として

いるが 90~95%の場合もある。査定金利は、

一律４％で計算している。返済余力(収入―

支出)を重視しているため、同じ年収の債務

者でも、家族構成により貸出可能金額は変

わってくる。 

銀行によって、審査の厳しさが違うので、

業者は銀行を使いわけている。 

審査の回答日数はルートによって異なっ

ており、ローンプラザでは保証会社の審査

役が常駐しているので 1～2 日で回答でき

るが、平均では 5～10 日かかる。自動審査

システムは、現在開発中であるが、稼動時

期は未定である。ローンのデータは、平成

2～3 年からの分は蓄積されている。 

債務者によって、保証率を変えることは

していない。しかし、金利については、引

き下げるケースはある。その場合、個別対

応とキャンペーンがあり、個別対応につい

ては、属性(優良顧客、安全性)により判断し

ている。 

 

B 銀行（金融市場 6 月号参照）ほどでは

ないが、Ｃ銀行も個人部門と法人部門を明

確に分けており、リテールのエキスパート

と言える行員がおり、リテール部門の収益

力への期待も大きい。 

しかし、リテール部門の相対的に高いコ

ストの削減は、金融機関に共通の課題であ

る。各行ともに事務の集中化等に取組んで

いるが、それだけでは不十分であり、これ

といった決め手はないように見受けられる。 

 (萩尾 美帆) 


